
茂原市の給与・定員管理等について（平成 26 年度） 

 

１ 総 括 

 

（１）人件費の状況（普通会計決算） 

区   分 
住民基本台帳人口 

（２６年１月１日） 

歳 出 額 

A 
実質収支 

人 件 費 

B 

人件費率 

Ｂ／Ａ 

（参考） 

２４年度の人件費率 

２５年度 92,478 人 27,728,651 千円 1,156,810 千円 5,034,631 千円 18.2％ 13.4％ 

 

（２）職員給与費の状況（普通会計決算） 

区 分 
職員数 

Ａ 

給             与             費 一人当たり 

給与費 Ｂ／Ａ 

（参考） 

類似団体平均 

一人当たり給与費 給  料 職員手当 期末・勤勉手当 計  Ｂ 

２５年度 549 人 2,308,270 千円 392,985 千円 832,521 千円 3,533,776 千円 6,437 千円 5,815 千円 

 （注）１ 職員手当には、退職手当は含みません。 

    ２ 職員数は、平成２５年４月１日現在の人数です。 

 

（３）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） 
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 （注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を 

     示す指数です。 

２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均し 

     たものです。 

３ 平成 24 年及び平成 25 年は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による給与
減額措置がないとした場合の値です。 

 

※ ２６年４月１日のラスパイレス指数が、①３年前に比べ１ポイント以上上昇している場合、②３年連

続で上昇している場合、③100 を超えている場合について、その理由及び改善の見込み 

初任給基準を千葉県に準じて設定しているため、国より高くなっている。 

給与水準適正化対策として、昇格抑制及び給料月額の減額措置（管理職２％、その他職員１％）

を実施した。 

 



（４）給与制度の総合的見直しの実施状況について 

①給料表の見直し 

［ 実施  未実施］ 

実施内容 

 

 

 

 

 

②地域手当の見直し 

実施内容 

 

③その他の見直し内容 

 

 

 

 

（５）特記事項 

  茂原市では、以下のとおり給与の削減措置を行っています。 

 平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日まで（茂原市独自削減措置） 

区 分 削減項目 内   容 

一般職 給料月額  ６級以上の職員 ２％削減、１～５級の職員 １％削減 

特別職 

及び 

教育長 

給料月額 市長 ５％削減  副市長 ５％削減  教育長 ５％削減 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（給料表の改定実施時期）平成２７年４月１日 

（内容）一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均２％引下げ。激変緩和のた

め、３年間（平成３０年３月３１日まで）の経過措置（現給保障）を実施。 

他の給料表については、一般行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。 

管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。（平成２７年４月１

日実施） 

（支給割合）国基準６％に対し、茂原市においても６％を支給。 

（実施時期）平成２７年４月１日より実施。 



２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

（１） 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２６年４月１日現在） 

① 一般行政職 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国ベース） 

茂原市 43.3 歳 338,700 円 413,545 円 385,888 円 

千葉県 42.8 歳 333,944 円 424,045 円 381,714 円 

国 43.5 歳 335,000 円 ― 408,472 円 

類似団体 42.6 歳 322,632 円 389,653 円 357,265 円 

 
② 技能労務職 

 

区  分 

参  考 

年収ベース（試算値）の比較 

公務員（Ｃ） 民間（Ｄ） Ｃ／Ｄ 

茂原市 － － － 

 

うち清掃職員 3,974.2 円 3,939.1 千円 1.00 

うち作業員 － － － 

うち用務員 4,090.8 円 2,747.0 千円 1.49 

 
③ 教育職（幼稚園教諭） 

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 

茂原市 43.4 歳 265,629 円 293,515 円 

千葉県 42.4 歳 361,808 円 421,052 円 

類似団体 40.1 歳 302,285 円 332,987 円 

（注）１ 「平均給料月額」とは、平成２６年４月１日現在における各職種の職員の基本給の平均です。 

   ２ 「平均給与月額」とは、平均給料月額と月ごとに支払われることとされている扶養手当、地域手当、住居手当、 

     時間外勤務手当等の諸手当の額を合計したものです。 

また、「平均給与月額（国ベース）」とは、公表されている国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、 

通勤手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。 

３ 技能労務職の民間データは、「賃金構造基本統計調査」における、平成２３年から平成２５年の３ヶ年平均の 

数値を使用しています。 

４ 「対応する民間の類似職種」については、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではあ 

りません。 

区 分 

公  務  員 民    間 参 考 

平均年齢 職員数 
平均給料月

額 

平均給与月額 

（Ａ） 

平均給与月額 

（国ベース） 

対応する民間の

類似職種 
平均年齢 

平均給与月額

（B） 
Ａ／B 

茂原市 50.4 歳 35 人 319,500 円 354,145 円 346,962 円 ― ― ― ― 

 うち 

清掃職員 
49.2 歳 5 人 300,000 円 331,184 円 324,667 円 

廃棄物処理業

従業員 
44.7 歳 228,100 円 1.45 

うち 

作業員 
50.3 歳 11 人 321,000 円 357,883 円 350,735 円 ― ― ― ― 

うち 

用務員 
52.5 歳 5 人 312,800 円 340,900 円 331,600 円 用務員 54.3 歳 199,300 円 1.71 

千葉県 52.4 歳 559 人 322,163 円 376,511 円 355,842 円 ― ― ― ― 

国 50.1 歳 3,119 人 287,992 円 ― 326,611 円 ― ― ― ― 

類似団体 49.7 歳 34 人 316,350 円 352,255 円 336,838 円 ― ― ― ― 



（２） 職員の初任給の状況（平成２６年４月１日現在） 

区   分 茂原市 千葉県 国 

一般行政職 
大学卒 182,800 円 180,800 円 172,200 円 

高校卒 148,200 円 146,200 円 140,100 円 

技能労務職 
高校卒 148,200 円 143,500 円 ― 

中学卒 143,800 円 130,700 円 ― 

 

 

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２６年４月１日現在） 

区  分 経験年数 10 年 経験年数 20 年 経験年数 25 年 経験年数 30 年 

一般行政職 

大学卒 246,065 円 361,718 円 381,518 円 429,985 円 

高校卒 213,774 円 304,583 円 363,587 円 398,435 円 

技能労務職 

高校卒 ― 282,777 円 334,645 円 341,352 円 

中学卒 ― ― ― 298,914 円 

 

（注）１．一般行政職大学卒経験年数２５年職員は対象者が少ないため、経験年数２４年の給料月額です。 

２．一般行政職高校卒経験年数３０年職員は対象者が少ないため、経験年数３１年の給料月額です。



３ 一般行政職の級別職員数等の状況 

 

（１）一般行政職の級別職員数の状況（平成２６年４月１日現在） 

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 
１号給の 

給料月額 

最高号給の 

給料月額 

９ 級 部長・参事 ８人 ２．１％ 414,100 円 478,200 円 

８ 級 次長・副参事 １３人 ３．４％ 405,800 円 468,600 円 

７ 級 課長・主幹 ４４人 １１．５％ 367,500 円 456,200 円 

６ 級 課長補佐・副主幹 ３５人 ９．１％ 322,100 円 422,600 円 

５ 級 係長・主査 １２０人 ３１．３％ 290,700 円 403,200 円 

４ 級 副主査 ７３人 １９．１％ 263,500 円 390,800 円 

３ 級 主事（困）・技師（困） ４６人 １２．０％ 189,700 円 356,500 円 

２ 級 主事・技師 ４２人 １１．０％ 143,800 円 308,000 円 

１ 級 主事補・技師補 ２人 ０．５％ 139,200 円 244,900 円 

（注）１ 茂原市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

   ２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。 
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（２）昇給への勤務成績の反映状況 

平成 27 年 1 月の昇給については、昇給日前１年間の勤務成績が良好であった職員を４号給（職

務の級が７級以上の職員は３号給、また、55 歳以上の職員にあっては、１号給）昇給とし、勤

務成績が良好であると認められなかった職員については、２号給以下としています。 

 



４ 職員の手当の状況 

 

（１）期末手当・勤勉手当 

茂   原   市 国 

１人当たり平均支給額（２５年度決算） 
１，４２５千円 

― 

（２５年度支給割合） 
期末手当      勤勉手当 

    ２．６０月分    １．３５月分 
（１．４５月分）  （０．６５月分） 

（２５年度支給割合） 
期末手当      勤勉手当 

    ２．６０月分    １．３５月分 
（１．４５月分）  （０．６５月分） 

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算    ５～２０％ 
 

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算    ５～２０％ 
・管理職加算  １０～２５％ 

 

（注）１ 平成 18 年度から平成 22 年度まで期末・勤勉手当について、役職加算率の５０％削減を実施しました。 

   ２（  ）内は、再任用職員に係る支給割合です。 

 

（２）退職手当（平成２６年４月１日現在） 

茂     原     市 国 

（支給率）    自己都合      勧奨・定年 

勤続２０年    21.62 月分   27.025 月分 

勤続２５年    30.82 月分   36.57  月分 

勤続３５年    43.7  月分   52.44  月分 

最高限度額    52.44 月分   52.44  月分 

 

その他の加算措置   定年前早期退職特例措置 

           （２％～２０％加算） 

（支給率）     自己都合     応募認定・定年 

勤続２０年     21.62 月分   27.025 月分 

勤続２５年     30.82 月分   36.57  月分 

勤続３５年     43.7  月分   52.44  月分 

最高限度額     52.44 月分   52.44  月分 

 

その他の加算措置   定年前早期退職特例措置 

           （２％～４５％加算） 

１人当たり 
   ―       25,624 千円 

 
 

平均支給額  

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２５年度に退職した職員に支給された平均額です。 

 

（３）地域手当（平成２６年４月１日現在） 

支給実績（２５年度決算）   １２，５４９千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（２５年度決算）   ２０２，９４５円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

市内全域 ６．０％ ６０２人 ６％ 

地域手当補正後ラスパイレス指数 

（ラスパイレス指数） 

１０２．０ 

（１００．７） 

 

 



（４）特殊勤務手当 

区    分 全  職  種 

支給実績（２５年度決算） ０ 円 

支給職員１人当たり平均支給年額（２５年度決算） ０ 円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（２５年度決算） ０ ％ 

手当の種類 ４種類 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 

感染症防疫手当 右記業務に従事した職員 感染疾患者の収容又は消毒作業 日額          ５００円 

家畜伝染病防疫作業手当 右記業務に従事した職員 
家畜伝染病の予防又は汚染場

所等の消毒処理作業 
日額          ２００円 

行旅病人取扱手当 右記業務に従事した職員 行旅病人の収容 １件       １,５００円 

行旅死亡人取扱手当 右記業務に従事した職員 行旅死亡人の処理 １件       ３,０００円 

（５）時間外勤務手当 

支給実績（２５年度決算） １２７，４０１ 千円 

職員１人当たり平均支給年額（２５年度決算） 
２１０ 千円 

※（２６８千円） 

支給実績（２４年度決算） ８４，４２６ 千円 

職員１人当たり平均支給年額（２４年度決算） 
１３９ 千円 

※（１８０千円） 

※は支給対象職員一人当たりの平均支給年額です。 

（６）その他の手当（平成２６年４月１日現在） 

手 当 名 内容及び支給単価 
国の制度 

との異同 

支給実績 

（25 年度決算） 

支給職員１人当た 

り平均支給年額 

（25 年度決算） 

扶養手当 

●配偶者              13,000 円 

●配偶者以外の扶養       １人 6,500 円 
満１６歳の年度初めから 
満２２歳の年度末までの 
子がいる場合の加算       １人 5,000 円 

同じ 57,199 千円 212,637 円 

住居手当 

 

●借家 

家賃 12,000 円を超える 

場合に限る 

家 賃 額 に 応 じ て

27,000 円を限度に

支給 

同じ 18,623 千円 282,166 円 

通勤手当 

●電車、バスを利用する場合  全額支給 
●乗用車等を使用する場合  使用距離に応じて

2,000円から 32,330円
を支給 

異なる 33,804 千円 62,370 円 

管理職手当 
６級以上の職員      職に応じて給料月額

の１０％～１８％ 
異なる 79,332 千円 634,657 円 

休日勤務手当 
休日の正規の勤務    勤務１時間当たりの給 
時間に勤務した場合   与額の 100 分の 135 

同じ 568 千円 12,349 円 

夜間勤務手当 

正規の勤務時間として    勤務１時間当たり 
午後１０時から翌日の    の給与額の 100 分 
午前５時までの間に勤    の 25 
務した場合 

同じ 364 千円 2,068 円 

 



５ 特別職の報酬等の状況（平成２６年４月１日現在） 

 

区     分 給   料   月   額   等 

給 

料 

 

市     長 

副  市  長 

 

855,000 円 （900,000 円） 

736,250 円 （775,000 円） 

（参考）類似団体における最高／最低額 

1,000,000 円 ／ 440,000 円 

830,000 円 ／ 375,000 円 

報 

酬 

議     長 

副  議  長 

議     員 

485,000 円 

435,000 円 

405,000 円 

698,000 円 ／ 310,000 円 

620,000 円 ／ 245,000 円 

560,000 円 ／ 222,000 円 

期 

末 

手 

当 

市     長 

副  市  長 

（平成２５年度支給割合） 

      ３．９５月分 

議     長 

副  議  長 

議     員 

（平成２５年度支給割合） 

      ３．９５月分 

退 

職 

手 

当 

 

市     長 

副  市  長 

（算定方式）          （１期の手当額）  （支給時期） 

 900,000 円×在職月数×0.35    15,120,000 円    任期毎 

 775,000 円×在職月数×0.25    9,300,000 円    任期毎 

（注）１ 給料及び報酬の（  ）内は、減額措置を行う前の金額です。 

   ２ 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月） 

     勤めた場合における退職手当の見込額です。 

 

 

６ 職員数の状況 

 

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由 

                                    （各年４月１日現在） 

   区 分 

部 門 
職  員  数 対前年 

増減数 
主 な 増 減 理 由 

平成２５年 平成２６年 

普 

通 

会 

計 

部 

門 

一 

般 

行 

政 

部 

門 

議  会 

総務企画 

税  務 

民  生 

衛  生 

労  働 

農林水産 

商  工 

土  木 

６ 

１１９ 

４８ 

１４３ 

４４ 

３ 

２０ 

 ９ 

７１ 

６ 

１１５ 

４７ 

１４９ 

４５ 

４ 

１９ 

１０ 

７３ 

 － 

△４ 

△１ 

 ６ 

 １ 

 １ 

△１ 

 １ 

 ２ 

 

退職者の不補充及び事務の統廃合縮小 

事務の統廃合縮小 

社会福祉課業務の充実及び正規職員の増員 

環境保全課業務の充実 

都市整備課業務の充実 

事務の統廃合縮小 

商工観光課業務の充実 

土木建設課業務の充実 

計 ４６３ ４６８  ５ 
＜参考＞ 人口１万人当たり職員数  ５０．７４人 

（類似団体の人口１万人当たり職員数   ５３．５２人） 

教育部門 ８７ ７７ △１０ 事務の民間委託及び統廃合縮小 

小  計 ５５０ ５４５ △５ 
＜参考＞ 人口１万人当たり職員数  ５９．０９人 

（類似団体の人口１万人当たり職員数   ７１．７９人） 

公会 

営計 

企部 

業門 

等 

下 水 道 

そ の 他 

１５ 

４１ 

１５ 

４０ 

 － 

△１ 

 

事務の統廃合縮小 

小  計 ５６ ５５ △１ 
 

合  計 
６０６ 

［８０７］ 

６００ 

［８０７］ 

△６ 

［ － ］ 
＜参考＞ 人口１万人当たり職員数  ６５．０５人 

（注） ［   ］内は、条例定数の合計です。 

 



（２）年齢別職員構成の状況（平成２６年４月１日現在） 

区 分 
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（３）職員数の推移 

                                                          （単位 ： 人・％） 

    年 度 

部門別 
21 年 22 年 23 年 24 年 25 年 26 年 

過去 5 年間の 

増減数（率） 

一般行政 472 459 469 462 463 468 ▲4（▲0.8％） 

教 育 111 105 94 91 87 77 ▲34（▲30.6％） 

消 防        

普通会計計 583 564 563 553 550 545 ▲38（▲6.5％） 

公営企業等会計計 66 58 57 54 56 55 ▲11（▲16.7％） 

総合計 649 622 620 607 606 600 ▲49（▲7.6％） 

（注）各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。 

 

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 


